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(57)【要約】
　垂直型ＬＥＤの側壁に沿った非発光性側壁再結合を低
減するためのＬＥＤ構造であって、上部電流拡散層、下
部電流拡散層、及び上部電流拡散層と下部電流拡散層と
の間の活性層にわたるｐｎダイオード側壁を備える、Ｌ
ＥＤ構造を開示する。



(2) JP 2018-505567 A 2018.2.22

10

20

30

40

50

【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ｐｎダイオード層であって、
　　上部電流拡散と、
　　下部電流拡散層と、
　　前記上部電流拡散層と前記下部電流拡散層との間の活性層と、
　　前記上部電流拡散層、前記活性層、及び前記下部電流拡散層にわたるｐｎダイオード
層側壁と、
　を含むｐｎダイオード層を備える、発光ダイオード（ＬＥＤ）。
【請求項２】
　前記活性層の横端が、前記ｐｎダイオード層側璧内に、内側に閉じ込められている、請
求項１に記載の発光ダイオード。
【請求項３】
　前記ｐｎダイオード層側壁を取り囲む、その場エピタキシャル再成長不活性化層を更に
備える、請求項１に記載の発光ダイオード。
【請求項４】
　前記ｐｎダイオード層側壁を取り囲み、かつ前記下部電流拡散層の下に存在する、別の
場所でのエピタキシャル再成長不活性化層を更に備える、請求項１に記載の発光ダイオー
ド。
【請求項５】
　前記ｐｎダイオード層側壁内に拡散不活性化層を更に備える、請求項１に記載の発光ダ
イオード。
【請求項６】
　前記下部電流拡散層によって横方向に取り囲まれた、拡散ｐ型ドープ領域を更に備える
、請求項１に記載の発光ダイオード。
【請求項７】
　前記ＬＥＤの内側に横ｐｎ接合を更に備える、請求項１に記載の発光ダイオード。
【請求項８】
　前記活性層はリンベースであり、前記ｐｎダイオード層側壁を横方向に取り囲むＡｌＩ
ｎＰ不活性化層を更に備える、請求項１に記載の発光ダイオード。
【請求項９】
　前記活性層は窒化物ベースであり、前記ｐｎダイオード層側壁を横方向に取り囲むＧａ
Ｎ不活性化層を更に備える、請求項１の発光ダイオード。
【請求項１０】
　前記活性層は（１００）領域と、前記（１００）領域からの向きの一致しない傾斜領域
とを含む、請求項１に記載の発光ダイオード。
【請求項１１】
　前記傾斜領域上に活性ｐｎ接合が形成される、請求項１０に記載の発光ダイオード。
【請求項１２】
　前記活性層の前記横端は切り込みによって前記ＬＥＤの前記内側に配置され、次に周囲
の層のマストランスポートが行われる、請求項２に記載の発光ダイオード。
【請求項１３】
　前記活性層の前記横端は、前記ＬＥＤの前記内側に、表面変換によって配置される、請
求項２に記載の発光ダイオード
【請求項１４】
　前記活性層は分離された量子ドットの塊を含む、請求項１に記載の発光ダイオード。
【請求項１５】
　前記活性層は埋め込まれたナノピラーを含む、請求項１に記載の発光ダイオード。
【請求項１６】
　前記活性層を取り囲む、相互混合された不活性化領域を更に備える、請求項２に記載の
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発光ダイオード。
【請求項１７】
　前記ｐｎダイオード層側壁を取り囲むＡｌ2Ｏ3側壁不活性化層を更に備える、請求項１
に記載の発光ダイオード。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本明細書に記載される実施形態は、ＬＥＤに関する。より具体的には、実施形態はマイ
クロＬＥＤに関する。
【０００２】
（関連出願の相互参照）
　本出願は、２０１５年１月６日に出願された米国特許仮出願第６２／１００，３４８号
の優先権の利益を主張し、同文献の開示全体は本明細書において参照により援用されてい
る。
【背景技術】
【０００３】
　発光ダイオード（ＬＥＤ）は、ますます、既存の光源の代替技術と見なされつつある。
例えば、ＬＥＤは、標識、信号機、自動車のテールライト、モバイル電子機器のディスプ
レイ、及びテレビ内に見られる。従来の光源と比較したＬＥＤの様々な利益としては、効
率の増大、より長い製品寿命、可変発光スペクトル、及び、様々なフォームファクタに統
合可能である点を挙げることができる。
【発明の概要】
【０００４】
　ＬＥＤの１つのタイプは、ダイオードの放出層が有機化合物で形成される、有機発光ダ
イオード（ＯＬＥＤ）である。ＯＬＥＤの１つの利点は、その有機放出層を可撓性基板上
に印刷することができる点である。ＯＬＥＤは薄いフレキシブルディスプレイ内に統合さ
れており、多くの場合、携帯電話及びデジタルカメラなどの、ポータブル電子デバイス用
のディスプレイを作製するために使用される。
【０００５】
　ＬＥＤの別のタイプは、ダイオードの放出層が、より厚い半導体ベースのクラッド層の
間に挟み込まれた１つ以上の半導体ベースの量子井戸層を含む、無機半導体ベースのＬＥ
Ｄである。ＯＬＥＤと比較した半導体ベースのＬＥＤの幾つかの利点としては、効率の増
大、及びより長い製品寿命を挙げることができる。ルーメン毎ワット（ｌｍ／Ｗ）の単位
で表される高い発光効率は、半導体ベースのＬＥＤ照明の主要な利点のうちの１つであり
、他の光源と比較して、より低いエネルギー使用量又は電力使用量を可能にする。輝度（
明度）は、光源の単位面積当たりの、所定の方向で放出される光の量であり、カンデラ毎
平方メートル（ｃｄ／ｍ2）の単位で測定され、また一般に、ニット（ｎｔ）とも称され
る。輝度は動作電流の増大とともに増大するが、発光効率は電流密度（Ａ／ｃｍ2）に応
じて変化するものであり、初期には、電流密度が増大するとともに増大して、最大値に到
達し、次いで、「効率ドループ」として既知の現象により、減少する。内部量子効率（Ｉ
ＱＥ）として既知の、内部で光子を生成する能力を含む多くの因子が、ＬＥＤデバイスの
発光効率に寄与する。内部量子効率は、そのＬＥＤデバイスの品質及び構造の関数である
。外部量子効率（ＥＱＥ）は、放出される光子の数を、注入された電子の数で除算したも
のとして定義される。ＥＱＥは、そのＬＥＤデバイスのＩＱＥ及び光抽出効率の関数であ
る。低い動作電流密度（注入電流密度、又は順方向電流密度とも呼ばれる）では、ＬＥＤ
デバイスのＩＱＥ及びＥＱＥは、初期には、動作電流密度が増大するとともに増大し、次
いで、効率ドループとして既知の現象で、動作電流密度が増大するとともに低下を開始す
る。低い電流密度では、非発光性再結合と呼ばれる、光の生成を伴わずに電子と正孔とが
再結合する、欠陥又は他のプロセスの強い影響により、効率が低い。それらの欠陥が飽和
状態になるとともに発光性再結合が優勢となり、効率が増大する。「効率ドループ」つま
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り効率の漸減は、注入電流密度が、ＬＥＤデバイスにとって特徴的な値を上回る際に開始
する。
【図面の簡単な説明】
【０００６】
【図１Ａ】一実施形態に係る、バルクＬＥＤ基板の側断面図である。
【図１Ｂ】複数の実施形態に係る、ＬＥＤのアレイを作製するための片面処理手順の側断
面図である。
【図１Ｃ】複数の実施形態に係る、ＬＥＤのアレイを作製するための片面処理手順の側断
面図である。
【図１Ｄ】複数の実施形態に係る、ＬＥＤのアレイを作製するための片面処理手順の側断
面図である。
【図１Ｅ】複数の実施形態に係る、ＬＥＤのアレイを作製するための片面処理手順の側断
面図である。
【図１Ｆ】複数の実施形態に係る、ＬＥＤのアレイを作製するための片面処理手順の側断
面図である。
【図２】ＬＥＤの側壁に沿って活性層端を備えるＬＥＤの側断面図である。
【図３】一実施形態に係る、活性層に比べて幅が縮小された下部電流拡散層台脚構造を有
するＬＥＤの側断面図である。
【図４Ａ】一実施形態に係る、その場再成長ｐｎ接合側壁不活性化層を有するＬＥＤを形
成する方法の側断面図である。
【図４Ｂ】一実施形態に係る、その場再成長ｐｎ接合側壁不活性化層を有するＬＥＤを形
成する方法の側断面図である。
【図４Ｃ】一実施形態に係る、その場再成長ｐｎ接合側壁不活性化層を有するＬＥＤを形
成する方法の側断面図である。
【図４Ｄ】一実施形態に係る、その場再成長ｐｎ接合側壁不活性化層を有するＬＥＤを形
成する方法の側断面図である。
【図４Ｅ】一実施形態に係る、その場再成長ｐｎ接合側壁不活性化層を有するＬＥＤを形
成する方法の側断面図である。
【図４Ｆ】一実施形態に係る、その場再成長ｐｎ接合側壁不活性化層を有するＬＥＤの側
断面図である。
【図５Ａ】一実施形態に係る、蒸気エッチングされた側壁及び再成長側壁不活性化層を有
するＬＥＤを形成する方法の側断面図である。
【図５Ｂ】一実施形態に係る、蒸気エッチングされた側壁及び再成長側壁不活性化層を有
するＬＥＤを形成する方法の側断面図である。
【図５Ｃ】一実施形態に係る、蒸気エッチングされた側壁及び再成長側壁不活性化層を有
するＬＥＤを形成する方法の側断面図である。
【図５Ｄ】一実施形態に係る、蒸気エッチングされた側壁及び再成長側壁不活性化層を有
するＬＥＤを形成する方法の側断面図である。
【図５Ｅ】一実施形態に係る、蒸気エッチングされた側壁及び再成長側壁不活性化層を有
するＬＥＤを形成する方法の側断面図である。
【図５Ｆ】一実施形態に係る、蒸気エッチングされた側壁及び再成長側壁不活性化層を有
するＬＥＤを形成する方法の側断面図である。
【図５Ｇ】一実施形態に係る、蒸気エッチングされた側壁及び再成長側壁不活性化層を有
するＬＥＤを形成する方法の側断面図である。
【図５Ｈ】一実施形態に係る、蒸気エッチングされた側壁及び再成長側壁不活性化層を有
するＬＥＤを形成する方法の側断面図である。
【図５Ｉ】一実施形態に係る、再成長側壁不活性化層を有するＬＥＤの側断面図である。
【図６Ａ】一実施形態に係る、拡散側壁不活性化層を有するＬＥＤを形成する方法の側断
面図である。
【図６Ｂ】一実施形態に係る、拡散側壁不活性化層を有するＬＥＤを形成する方法の側断
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面図である。
【図６Ｃ】一実施形態に係る、拡散側壁不活性化層を有するＬＥＤを形成する方法の側断
面図である。
【図６Ｄ】一実施形態に係る、拡散側壁不活性化層を有するＬＥＤを形成する方法の側断
面図である。
【図６Ｅ】一実施形態に係る、拡散側壁不活性化層を有するＬＥＤを形成する方法の側断
面図である。
【図６Ｆ】一実施形態に係る、拡散側壁不活性化層を有するＬＥＤの断側面図である。
【図７Ａ】一実施形態に係る、選択的拡散によってＬＥＤ内にｐｎ接合を形成する方法の
側断面図である。
【図７Ｂ】一実施形態に係る、選択的拡散によってＬＥＤ内にｐｎ接合を形成する方法の
側断面図である。
【図７Ｃ】一実施形態に係る、選択的拡散によってＬＥＤ内にｐｎ接合を形成する方法の
側断面図である。
【図７Ｄ】一実施形態に係る、選択的拡散によってＬＥＤ内にｐｎ接合を形成する方法の
側断面図である。
【図７Ｅ】一実施形態に係る、選択的拡散によってＬＥＤ内にｐｎ接合を形成する方法の
側断面図である。
【図７Ｆ】一実施形態に係る、選択的に拡散されたｐｎ接合を有するＬＥＤの側断面図で
ある。
【図８Ａ】一実施形態に係る、拡散横接合を有するＬＥＤを形成する方法の側断面図であ
る。
【図８Ｂ】一実施形態に係る、拡散横接合を有するＬＥＤを形成する方法の側断面図であ
る。
【図８Ｃ】一実施形態に係る、拡散横接合を有するＬＥＤを形成する方法の側断面図であ
る。
【図８Ｄ】一実施形態に係る、拡散横接合を有するＬＥＤを形成する方法の側断面図であ
る。
【図８Ｅ】一実施形態に係る、拡散横接合を有するＬＥＤを形成する方法の側断面図であ
る。
【図８Ｆ】一実施形態に係る、拡散横接合を有するＬＥＤの側断面図である。
【図９Ａ】一実施形態に係る、選択的エリアが成長し、その場成長した側壁不活性化層を
有するＬＥＤを形成する方法の側断面図である。
【図９Ｂ】一実施形態に係る、選択的エリアが成長し、その場成長した側壁不活性化層を
有するＬＥＤを形成する方法の側断面図である。
【図９Ｃ】一実施形態に係る、選択的エリアが成長し、その場成長した側壁不活性化層を
有するＬＥＤを形成する方法の側断面図である。
【図９Ｄ】一実施形態に係る、選択的エリアが成長し、その場成長した側壁不活性化層を
有するＬＥＤを形成する方法の側断面図である。
【図９Ｅ】一実施形態に係る、選択的エリアが成長し、その場成長した側壁不活性化層を
有するＬＥＤを形成する方法の側断面図である。
【図９Ｆ】一実施形態に係る、その場成長側壁不活性化層を有する、選択的に成長したＬ
ＥＤの、ｘ方向（１１１）面に沿った側断面図である。
【図９Ｇ】一実施形態に係る、その場成長側壁不活性化層を有する、選択的に成長したＬ
ＥＤの、ｙ方向（１１１）面に沿った側断面図である。
【図１０Ａ】一実施形態に係る、再成長側壁不活性化層を有するＬＥＤを形成する方法の
側断面図である。
【図１０Ｂ】一実施形態に係る、再成長側壁不活性化層を有するＬＥＤを形成する方法の
側断面図である。
【図１０Ｃ】一実施形態に係る、再成長側壁不活性化層を有するＬＥＤを形成する方法の
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側断面図である。
【図１０Ｄ】一実施形態に係る、再成長側壁不活性化層を有するＬＥＤを形成する方法の
側断面図である。
【図１０Ｅ】一実施形態に係る、再成長側壁不活性化層を有するＬＥＤの、ｘ方向（１１
１）面に沿った側断面図である。
【図１０Ｆ】一実施形態に係る、再成長側壁不活性化層を有するＬＥＤの、ｙ方向（１１
１）面に沿った側断面図である。
【図１０Ｇ】一実施形態に係る、再成長側壁不活性化層及び幅広上部電流拡散層を有する
ＬＥＤの、ｘ方向（１１１）面に沿った側断面図である。
【図１０Ｈ】一実施形態に係る、再成長側壁不活性化層及び幅広上部電流拡散層を有する
ＬＥＤの、ｙ方向（１１１）面に沿った側断面図である。
【図１１Ａ】一実施形態に係る、パターン基板上に形成されて方向依存性ドーピングを含
むｐｎダイオード層の詳細断面図である。
【図１１Ｂ】一実施形態に係る、方向依存性ドーピングを有するＬＥＤｐｎ接合を形成す
る方法の側断面図である。
【図１１Ｃ】一実施形態に係る、方向依存性ドーピングを有するＬＥＤｐｎ接合を形成す
る方法の側断面図である。
【図１１Ｄ】一実施形態に係る、方向依存性ドーピングを有するＬＥＤｐｎ接合を形成す
る方法の側断面図である。
【図１１Ｅ】一実施形態に係る、方向依存性ドーピングを有するＬＥＤｐｎ接合の側断面
図である。
【図１１Ｆ】一実施形態に係る、方向依存性ドーピングを有するＬＥＤｐｎ接合の側断面
図である。
【図１２Ａ】一実施形態に係る、選択的エッチング及びマストランスポートによるＬＥＤ
の形成方法の側断面図である。
【図１２Ｂ】一実施形態に係る、選択的エッチング及びマストランスポートによるＬＥＤ
の形成方法の側断面図である。
【図１２Ｃ】一実施形態に係る、選択的エッチング及びマストランスポートによるＬＥＤ
の形成方法の側断面図である。
【図１２Ｄ】一実施形態に係る、選択的エッチング及びマストランスポートによるＬＥＤ
の形成方法の側断面図である。
【図１２Ｅ】一実施形態に係る、選択的エッチング及びマストランスポートによるＬＥＤ
の形成方法の側断面図である。
【図１２Ｆ】一実施形態に係る、選択的エッチング及びマストランスポートによるＬＥＤ
の形成方法の側断面図である。
【図１２Ｇ】一実施形態に係る、切り込みのある活性層を備えるＬＥＤの断側面図である
。
【図１２Ｈ】一実施形態に係る、切り込みのある活性層を備えるＬＥＤの断側面図である
。
【図１３Ａ】一実施形態に係る、表面変換によってＬＥＤの側壁を不活性化させる方法の
側断面図である。
【図１３Ｂ】一実施形態に係る、表面変換によってＬＥＤの側壁を不活性化させる方法の
側断面図である。
【図１３Ｃ】一実施形態に係る、表面変換によってＬＥＤの側壁を不活性化させる方法の
側断面図である。
【図１４Ａ】一実施形態に係る、活性層内に量子ドットを有するＬＥＤの側断面図である
。
【図１４Ｂ】一実施形態に係る、量子ドットを有するＬＥＤ活性層の概略上面図である。
【図１５Ａ】一実施形態に係る、活性層内にナノピラーを有するＬＥＤを形成する方法の
側断面図である。
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【図１５Ｂ】一実施形態に係る、活性層内にナノピラーを有するＬＥＤを形成する方法の
側断面図である。
【図１５Ｃ】一実施形態に係る、活性層内にナノピラーを有するＬＥＤを形成する方法の
側断面図である。
【図１５Ｄ】一実施形態に係る、活性層内にナノピラーを有するＬＥＤの側断面図である
。
【図１５Ｅ】一実施形態に係る、活性層内にナノピラーを有し、トップハット構成のＬＥ
Ｄの側断面図である。
【図１６Ａ】一実施形態に係る、ｐｎダイオード層側壁でヘテロ構造が相互混合するＬＥ
Ｄを形成する方法の側断面図である。
【図１６Ｂ】一実施形態に係る、ｐｎダイオード層側壁でヘテロ構造が相互混合するＬＥ
Ｄを形成する方法の側断面図である。
【図１６Ｃ】一実施形態に係る、ｐｎダイオード層側壁でヘテロ構造が相互混合するＬＥ
Ｄを形成する方法の側断面図である。
【図１６Ｄ】一実施形態に係る、ｐｎダイオード層側壁でヘテロ構造が相互混合するＬＥ
Ｄを形成する方法の側断面図である。
【図１６Ｅ】一実施形態に係る、相互混合したＬＥＤのヘテロ構造の側断面図である。
【図１６Ｆ】一実施形態に係る、相互混合ＬＥＤのヘテロ構造及び量子井戸ドーパント層
の側断面図である。
【図１７Ａ】一実施形態に係る、側壁不活性化層を有するＬＥＤを形成する方法の断側面
図である。
【図１７Ｂ】一実施形態に係る、側壁不活性化層を有するＬＥＤを形成する方法の断側面
図である。
【図１７Ｃ】一実施形態に係る、側壁不活性化層を有するＬＥＤを形成する方法の断側面
図である。
【図１７Ｄ】一実施形態に係る、側壁不活性化層を有するＬＥＤを形成する方法の断側面
図である。
【図１７Ｅ】一実施形態に係る、側壁不活性化層を有するＬＥＤを形成する方法の断側面
図である。
【図１７Ｆ】一実施形態に係る、側壁不活性化層を有するＬＥＤを形成する方法の断側面
図である。
【図１８Ａ】一実施形態に係る、埋め込み回路を備えるディスプレイパネルに統合された
ＬＥＤの側面図である。
【図１８Ｂ】一実施形態に係る、マイクロチップを備えるディスプレイパネルに統合され
たＬＥＤの側面図である。
【図１９】一実施形態に係るディスプレイシステムの概略図である。
【図２０】一実施形態に係る照明システムの概略図である。
【発明を実施するための形態】
【０００７】
　実施形態は、ＬＥＤの側壁での非発光性再結合を低減するための様々な構造上の構成を
有するＬＥＤ、及びそのＬＥＤの形成方法を記載する。例えば、様々な構造には、側壁不
活性化法、電流閉じ込め法、及びそれらの組み合わせが挙げられ得る。しかし、特定の実
施形態を、これらの特定の詳細のうち１つ以上を伴わないで、又は他の既知の方法及び構
成と組み合わせて、実施することができる。以下の説明において、実施形態の完全な理解
を提供するために、具体的な構成、寸法、及びプロセスなどの、多数の特定の詳細が記載
されている。他の例では、実施形態を不必要に不明瞭にしないように、周知の半導体プロ
セス及び製造技術については特に詳細に説明していない。本明細書を通じた「１つの実施
形態」への言及は、その実施形態と関連して述べる特定の機能、構造、構成、又は特徴が
、少なくとも１つの実施形態の中に含まれることを意味する。したがって、本明細書全体
を通じて各所にある「１つの実施形態において」とのフレーズの記述は、必ずしも同一の
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実施形態を指すものではない。更に、この特定の特徴、構造、構成、又は特性は、１つ以
上の実施形態の中で任意の好適な方法で組み合わせることができる。
【０００８】
　本明細書で使用される用語「の上に（above）」、「の上に（over）」、「へと（to）
」、「の間（between）」、「にわたる（spanning）」、及び「上に（on）」は、他の層
に対するある層の相対位置について、言及する場合がある。ある層が別の層「の上に（ab
ove）」、「の上に（over）」、「にわたる（spanning）」、若しくは「上に（on）」あ
ること、又は別の層「へと（to）」若しくは「接触（contact）」して接合することは、
別の層と直接接触する、又は１つ以上の介在層を有してもよい。層と層と「の間（betwee
n）」の１つの層というのは、両方の層と直接接触してもよく、１つ以上の介在層を有し
てもよい。
【０００９】
　一態様では、複数の実施形態はマイクロＬＥＤであり得るＬＥＤを記載し、そのＬＥＤ
はＬＥＤ側壁での非発光性再結合を低減する特定の構造上の構成を含む。発光性ＬＥＤの
側壁が、注入キャリアについての、非発光性再結合のシンクを表し得ることが観察されて
いる。このことは、側壁が不満足な接合、化学的汚染、及び構造上の損傷（特にドライエ
ッチングした場合）によって特徴づけられることによる可能性がある。注入キャリアは、
これらの欠陥に関連付けられる状態で非発光的に再結合する。よって、ＬＥＤの外周は光
学的に無効であってもよく、ＬＥＤの全体的な効率が低下する。この非発光性再結合はま
た、表面でバンドが曲がった結果として得られてもよく、このことで電子と正孔が非発光
的に結合するまで閉じ込められる状態の密度となる。側壁表面効果が生じる特徴的な距離
はキャリア拡散長に関係し、これは複数の実施形態によるいくつかの用途では典型的に１
～１０μｍであってもよい。よって、効率性の低下は、ＬＥＤ横寸法がキャリア拡散長に
近づくマイクロＬＥＤにおいて特に深刻である。
【００１０】
　かかる非発光性再結合は、特に、電流が欠陥を飽和させることができない特性内部量子
効率（ＩＱＥ）曲線のプレドループ領域内にてＬＥＤが低電流密度で駆動される時に、Ｌ
ＥＤデバイス効率に著しい影響を与える可能性がある。複数の実施形態によれば、側壁不
活性化法、電流閉じ込め構造、及びそれらの組み合わせは、活性層の外側又は側面の近く
での非発光性再結合の量を減少させることができ、ＬＥＤデバイスの効率を上げることが
できるように記載されている。
【００１１】
　いくつかの実施形態では、本明細書に用いられる用語「マイクロ」ＬＥＤは、ＬＥＤの
説明上の大きさ（例えば、長さ又は幅）を指すことができる。いくつかの実施形態では、
「マイクロ」ＬＥＤは、多くの用途において、１μｍ～約３００μｍ、又は１００μｍ以
下の規模とすることができる。より具体的には、いくつかの実施形態では、「マイクロ」
ＬＥＤは、１μｍ～２０μｍ、例えば、ＬＥＤ横寸法がキャリア拡散長に近づく１０μｍ
又は５μｍの規模とすることができる。しかし、実施形態は必ずしもこれに限定されず、
これら実施形態の特定の態様はより大きな尺度、又は場合によってはより小さな尺度に適
用できる場合があることを理解すべきである。
【００１２】
　一実施形態では、少なくとも活性層を備えるＬＥＤの側壁面は、ＬＥＤの発光効率を回
復させるために不活性化されている。様々な再成長及び拡散法などを含む、側壁不活性化
のための多種多様な異なる構造上の構成が開示されている。かかる側壁不活性化は、特定
の不活性化法によっていくつかの効果を有し得る。１つの効果は、格子構造を保持し、Ｌ
ＥＤの側壁及び／又は活性層端での欠陥を最小限に抑え、これによりＬＥＤ側壁及び／又
は活性層端での非発光結合の効果を低減させることであってもよい。別の効果は、ＬＥＤ
側壁及び／又は活性層端をｐｎダイオード層の内側に移動させて、欠陥が存在し得るｐｎ
ダイオード層の側壁からｐｎダイオード層が離れて、電流注入経路が内側に閉じ込められ
るようにすることであってもよい。
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【００１３】
　一実施形態では、ＬＥＤ側壁を活性層に隣接して形成するために、その場エッチングが
行われる。例えば、これはＭＯＣＶＤエピタキシャル成長リアクタにて行われる。このよ
うにして、純化学的なエッチングは、ＩＣＰ／ＲＩＥなどのドライエッチング法に比べて
最小限の構造上の損傷をもたらす。その場エッチングの直後に、新たに生成された表面上
で側壁不活性化層のその場エピタキシャル再成長が続く。空気への暴露がないため、側壁
の酸化が排除される。不活性化層がＬＥＤ側壁上にエピタキシャルに成長するため、自由
表面での未結合手（再成長前）が満たされる。よって、格子構造が保持され、ＬＥＤ側壁
での欠陥が最小限に抑えられる。このようにして、ＬＥＤ側壁での表面再結合を低減し得
る。
【００１４】
　いくつかの実施形態では、拡散法は結果的に、ＬＥＤ側壁及び／又は活性層の横端（例
えば、１つ以上の量子井戸を含む）をｐｎダイオード層の内側に移動させる。よって、ｐ
ｎダイオード層内及び内側に閉じ込められた活性層の横方向周りに不活性化層を形成する
ことで、活性層からの、横方向のキャリア拡散に対する障壁が生成される。かかる障壁は
、欠陥が存在し得る隣接するｐｎダイオード層側壁への、活性層端からの横方向のキャリ
ア拡散を防止し得る。よって、いくつかの実施形態では、不活性化層は上述のキャリア拡
散長である１～１０μｍよりも狭くてもよい。
【００１５】
　ＬＥＤ側壁を不活性化し、表面再結合を低減するための他の多種多様な構造上の構成が
記載されている。一実施形態では、側壁不活性化層のエピタキシャル成長は他の場所で行
われる。例えば、ＧａＮベースＬＥＤについては、ＬＥＤ側壁を蒸気エッチングした後に
行ってもよい。
【００１６】
　一実施形態では、側壁不活性化は、露出されたｐｎダイオード層側壁に拡散することで
、活性層の端をｐｎダイオード層の内側にずらすことによって、実現される。
【００１７】
　一実施形態では、活性層はＬＥＤの内側に、拡散によって形成される。このようにして
、電流注入経路はＬＥＤの内側を通るように、かつ側壁から離れるように方向づけられる
。
【００１８】
　一実施形態では、ＬＥＤメサが選択的に成長させられて、次に側壁不活性化層のその場
成長によって活性層端を被覆する。
【００１９】
　一実施形態では、ＬＥＤ活性層及びクラッド層を、層内のｎ型ドープ及びｐ型ドープが
表面の方向に依存するように、パターン基板の上に成長させる。例えば、一実施形態では
、ｐ型ドーパント及びｎ型ドーパントが同時にチャンバ内に流し込まれ、そこで異なる露
出面に優先的に堆積される。
【００２０】
　一実施形態では、活性層を選択的にエッチングして、ｎ型ドープされたクラッド層（又
は電流拡散層）とｐ型ドープされたクラッド層（又は電流拡散層）との間に切り込みを生
成する。この切り込みを次にマストランスポートで充填することで、結果的に活性層の端
がｐｎダイオード層の内側に閉じ込められる。
【００２１】
　一実施形態では、ｐｎダイオード層の側壁でのバンドギャップエネルギーが、表面変換
によって増加する。例えば、ｐｎダイオード層の側壁は、グループＶ化学種が蒸発し（例
えば、Ａｓ）、グループＶ蒸気化学種（例えば、Ｐ）に置き換わる、高温での気化学に暴
露されてもよい。このようにして、側壁面でより高いバンドギャップエネルギーを有する
ことで、活性層が効果的にｐｎダイオード層の内側に閉じ込められる。
【００２２】
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　一実施形態では、堆積条件及び層のひずみは、活性層内の堆積成分の溶解度ギャップを
有効活用し、特定の化学種が分離して塊を形成する非均質組成物を形成するために、制御
される。このようにして量子ドット効果が得られ、活性層にわたる横方向での拡散が低減
され、結果として得られる表面上の側壁再結合が低減される。
【００２３】
　一実施形態では、選択的な成長又はパターン化によってナノピラーが形成される。ナノ
ピラーの形成は、ドット又は台脚でのキャリア局所化を有効活用する量子ドット効果に貢
献してもよく、活性層にわたって横方向に拡散するのを低減させ得る。ナノピラーの形成
は、活性層内の表面積を付加的に増加し得て、それによってＬＥＤ側壁での活性層の対応
する表面積を減少させる。
【００２４】
　一実施形態では、空孔を生成するために選択的な拡散を用いており、ｐｎダイオード層
側壁での相互拡散を引き起こす。このようにして、活性層をｐｎダイオード層の内側に効
果的に閉じ込める側壁表面にて、より高いバンドギャップエネルギーが生成される。
【００２５】
　一実施形態では、ｐｎダイオード層の側壁を取り囲む側壁不活性化層（例えば、Ａｌ2

Ｏ3）を形成するために、原子層堆積（ＡＬＤ）を用いている。
【００２６】
　いくつかの実施形態によれば、上記の構造上の構成のいずれをも、電流拡散層台脚構造
と組み合わせてもよい。例えば、ｐｎ構成にあるｐ型ドープ層又はｎ型ドープ層のいずれ
もが、電流拡散層として考慮され得る。一実施形態では、電流拡散層のいずれかが、ｐｎ
ダイオードを備える活性層よりも狭いようにパターン化されている。図示する例示的な実
施形態のいくつかでは、下部電流拡散層（例えば、ｐ型ドープ層）は、低減された幅を有
する台脚構造を形成するためにパターン化される。このようにして、電位がＬＥＤにわた
って印加されると、活性層内の電流注入エリアは下部電流拡散層台脚と上部電流拡散層の
エリアの関係性によって変更され得る。動作中に、電流注入エリアは、下部電流拡散層の
台脚構成のエリアが減らされるのとともに、減らされる。このようにして、電流注入エリ
アを、活性層内にて、活性層の外面又は側面から離して、内側に閉じ込めることができる
。
【００２７】
　それに加えて、電流拡散層台脚構造が採用される場合、ｐｎダイオード層の上面の表面
積が、活性層内の電流閉じ込め領域の表面積よりも大きいＬＥＤを設計することができる
。このことによって、より大きいＬＥＤデバイスを作製することができ、静電転写ヘッド
アセンブリを用いてＬＥＤデバイスを転写するのに利益となる一方で、閉じ込められた電
流注入エリアによって、特にＬＥＤデバイスＩＱＥ曲線のプレドループ領域より低いかそ
の近くの注入電流及び注入電流密度で動作する時に、結果としてＬＥＤデバイスの電流密
度の増加及び効率性の向上をもたらす構造を提供する。
【００２８】
　以下の説明では、ＬＥＤ（マイクロＬＥＤであってもよい）のアレイを形成するための
例示的な処理手順を説明する。図１Ａに示すように、一実施形態に係る、成長用基板上に
形成されるｐｎダイオード層１１５を備えるバルクＬＥＤ基板１００の側断面図が記載さ
れている。例えば、図１Ａに示すｐｎダイオード層１１５は、赤原色（例えば、６２０～
７５０ｎｍの波長）、緑原色（例えば、４９５～５７０ｎｍの波長）、又は青原色（例え
ば、４５０～４９５ｎｍの波長）の発光のために設計され得るが、実施形態はこれらの例
示的な発光スペクトルに限定されない。ｐｎダイオード層１１５は、スペクトルの所定領
域に対応するバンドギャップを有する多種多様な化合物半導体から作製されることができ
る。例えば、ｐｎダイオード層１１５は、ＩＩ－ＶＩ族材料（例えば、ＺｎＳｅ）、又は
ＩＩＩ－Ｖ族窒化物材料（例えば、ＧａＮ、ＡｌＮ、ＩｎＮ、ＩｎＧａＮ、及びそれらの
合金）、ＩＩＩ－Ｖリン化物材料（例えば、ＧａＰ、ＡｌＧａＩｎＰ、及びそれらの合金
）、及びＩＩＩ－Ｖヒ化物合金（ＡｌＧａＡｓ）を含むＩＩＩ－Ｖ族材料に基づく１つ以
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上の層を含むことができる。成長用基板１００は、シリコン、ＳｉＣ、ＧａＡｓ、ＧａＮ
、及びサファイヤなどの任意の好適な基板を含むことができるが、これらに限定されない
。
【００２９】
　ｐｎダイオード層１１５は、用途によって多種多様な構成を含むことができる。一般的
に、ｐｎダイオード層１１５は、第１ドーパント型（例えば、ｎ型ドープ）の電流拡散層
１０４、反対のドーパント型（例えばｐ型ドープ）の電流拡散層１１２、及び電流拡散層
１０４と１１２との間に活性層１０８を備える。例えば、活性層１０８は単一の量子井戸
（ＳＱＷ）又は多重量子井戸（ＳＱＷ）層であってもよい。一実施形態では、量子井戸の
数がより少ないと、横方向の電流拡散に対するより高い耐性、より高いキャリア密度、及
び完成したＬＥＤ内で電流を内側に閉じ込める助けを与え得る。一実施形態では、活性層
１０８はＳＱＷを含む。一実施形態では、活性層１０８は１０未満の量子井戸層を有する
ＭＷＱ構造である。一実施形態では、活性層１０８は１～３の量子井戸を有するＭＷＱ構
造である。ｐｎダイオード層１１５は、追加の層を任意選択的に含んでもよい。例えば、
クラッド層１０６、１１０を活性層１０８の対向する側に形成して、活性層１０８内に電
流を閉じ込め、活性層１０８よりも大きいバンドギャップを保有してもよい。クラッド層
１０６、１１０は、隣接する電流拡散層１０４、１１２のドープと一致するようにドープ
されてもよい。一実施形態では、クラッド層１０６はｎ型ドーパントでドープされており
、クラッド層１１０はｐ型ドーパントでドープされており、又はその逆である。複数の実
施形態によれば、電流拡散層はクラッド層と機能的に類似していてもよい。
【００３０】
　例示的に、一実施形態では、ｐｎダイオード層１１５は赤の光を発するように設計され
ており、材料はリンベースである。赤色発光のための以下の材料の列挙は例示を意図する
ものであり、限定する意図はない。例えば、ｐｎダイオード層１１５を形成する層は、Ａ
ｌＩｎＰ、ＡｌＩｎＧａＰ、ＡｌＧａＡｓ、ＧａＰ、及びＧａＡｓを含んでもよい。一実
施形態では、電流拡散層１０４はｎ型ＡｌＩｎＰ又はｎ型ＡｌＧａＩｎＰを含み、クラッ
ド層１０６はｎ型ＡｌＩｎＧａＰを含み、クラッド層１１０はｐ型ＡｌＧａＩｎＰを含み
、電流拡散層１１２はｐ型ＧａＰ又はｐ型ＡｌＩｎＰを含む。量子井戸１０８は、ＡｌＧ
ａＩｎＰ、ＡｌＧａＡｓ、及びＩｎＧａＰなどの多種多様な材料から形成されてもよいが
、これらに限定されない。かかる実施形態では、好適な成長用基板１０２は、シリコン、
ＳｉＣ、及びＧａＡｓを含んでもよいが、これらに限定されない。
【００３１】
　例示的に、一実施形態では、ｐｎダイオード層１１５は青又は緑の光を発するために設
計されており、材料は窒化物ベースである。以下の青色又は緑色発光のための以下の材料
の列挙は例示を意図するものであり、限定する意図はない。例えば、ｐｎダイオード層１
１５を形成する層は、ＧａＮ、ＡｌＧａＮ、ＩｎＧａＮを含んでもよい。一実施形態では
、電流拡散層１０４はｎ型ＧａＮを含み、クラッド層１０６は任意選択的に存在せず、ク
ラッド層１１０はｐ型ＡｌＧａＮを含み、電流拡散層１１２はｐ型ＧａＮを含む。量子井
戸１０８は、ＩｎＧａＮなどの多種多様な材料から形成されてもよいが、これらに限定さ
れない。かかる実施形態では、好適な成長用基板１０２は、シリコン及びサファイヤを含
んでもよいが、これらに限定されない。一実施形態では、クラッド層１０６は、内的圧電
体及び自発分極場によって、必ずしも窒化物ベースＬＥＤについて必要ではない。
【００３２】
　図１Ｂ～図１Ｆは、ＬＥＤのアレイを作製するための片面処理手順の側断面図である。
図１Ｂに示すように、導電性コンタクト１１６のアレイをｐｎダイオード層１１５の上に
形成し、ｐｎダイオード層１１５をエッチングしてメサ構造１２０間に溝１１８を形成す
る。導電性コンタクト１１６は積層体を含んでもよい。例示的な層は、電極層、ミラー層
、接着／バリア層、拡散障壁、及び完成したＬＥＤを転写先基板に接合するための接合層
を含むことができる。一実施形態では、導電性コンタクト１１６はｐ型ドープされた電流
拡散層１１２上に形成され、機能的にｐ型コンタクトである。エッチングは、ドライエッ
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チング又はウェットエッチングなどの好適な方法を用いて行うことができる。図１Ｂに示
す実施形態では、溝はｎ型ドープされた電流拡散層１０４を完全に貫通して形成されてい
ない。あるいは、溝はｎ型ドープされた電流拡散層１０４を完全に貫通して形成される。
いくつかの実施形態では、台脚はｐ型ドープされた電流拡散層１１２を部分的に通ってい
る（図３を参照）。例えば、図３に形成された構造は、片面処理を用いて、又は台脚が片
面処理を用いて形成される両面処理を用いて作ることができ、メサ構造は両面処理を用い
て転写先基板に転写した後にエッチングされる。
【００３３】
　メサ構造１２０の形成後、パターン化されたｐｎダイオード層１１５の上に犠牲剥離層
１２２を形成してもよく、次に犠牲剥離層１２２をパターン化して導電性コンタクト１１
６の上に開口部１２４を形成してもよい。犠牲剥離層１２２は酸化物（例えば、ＳｉＯ2

）又は窒化物（例えば、ＳｉＮx）から形成されてもよいが、他の層から選択的に除去可
能な他の材料を用いてもよい。開口部１２４の高さ、幅、及び長さは、形成される安定化
支柱の高さ、長さ、及び幅、並びに結果的に安定化支柱のアレイ上でピックアップの態勢
にあるＬＥＤのアレイ（例えば、マイクロＬＥＤ）のピックアップに耐え得る接着強度に
対応する。
【００３４】
　図１Ｄに示すように、成長用基板１０２上のパターン化された構造は、キャリア基板１
４０に接着性接合材料を用いて接合されて、安定化層１３０を形成する。一実施形態では
、接着性接合材料は、ベンゾシクロブテン（ＢＣＢ）又はエポキシなどの熱硬化性材料で
ある。開口部１２４を充填する安定化材料の部分は安定化層の安定化支柱１３２に対応し
、溝１１８を充填する安定化材料の部分は安定化層の安定化孔側壁１３４となる。
【００３５】
　キャリア基板１４０を接合した後、成長用基板は、レーザーリフトオフ、エッチング、
又は研削などの好適な方法を用いて取り除いて、ｐｎダイオード層１１５を露出させても
よい。別々のメサ構造１２０を接続するｎ型ドープ電流拡散層１０４の任意の残る部分を
次に、エッチング又は研削によって取り除いて、横方向に分離するｐｎダイオード層１１
５を形成してもよい。上部導電性コンタクト層１４２を次に、各横方向に分離したｐｎダ
イオード層１１５の上に形成してもよく、結果としてＬＥＤ１５０を得る。図１Ｅ及び図
１Ｆは、成長用基板１０２の除去の後に除去される材料の量、及びメサ構造１２０を露出
させるためにエッチング又は研削し戻す量によって得られ得る、代替的な構造を示す。
【００３６】
　上記の片面処理では、ｐｎダイオード層１１５は、メサ構造１２０を形成するために、
キャリア基板１４０に転写される前にパターン化される。あるいは、複数の実施形態に係
るＬＥＤは、ｐｎダイオード層１１５が成長用基板からキャリア基板１４０に転写される
両面処理を用いて作製可能であり、次にｐｎダイオード層をパターン化することでメサ構
造１２０を形成する。類似する最終構造を得るために、側壁不活性化法、電流閉じ込め法
、及びそれらの組み合わせを含む、多種多様な処理方法を用いることができる。したがっ
て、以下の説明におけるＬＥＤ構造が全て片面処理手順を用いて説明されている一方で、
これは例示的であり、限定的であるつもりはない。
【００３７】
　図２～図３は、図１Ｂ～図１Ｆに関して説明したものに類似する片面処理を用いて形成
され得るＬＥＤの例示的な側断面図である。図２は、ｐｎダイオード層の側壁１５３に沿
った、活性層１０８の端１５１を含む、ＬＥＤの側断面図である。図３は、活性層１０８
と比較して幅が減らされた下部電流拡散層１１２の台脚構造を有するＬＥＤの側断面図で
ある。図３に示す特定の構造では、電流拡散層台脚１１２は、ｐｎダイオード層の側壁１
５３に沿った活性層１０８の端１５１から離れるように、電流注入経路を内側に閉じ込め
るように機能してもよい。図２及び図３各々では、活性層１０８の端１５１が、ｐｎダイ
オード層１１５のメサ構造１２０の側壁１５３をエッチングした結果として損傷する可能
性がある。したがって、活性層の端は、非発光性再結合のための部位であってもよい。本
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明細書に記載される実施形態によれば、多種多様な構造上の構成が、活性層の端で非発光
性再結合を低減するために説明される。例えば、様々な構造には、側壁不活性化法、電流
閉じ込め法、及びそれらの組み合わせが挙げられ得る。
【００３８】
　図４Ａ～図４Ｅは、一実施形態に係る、その場再成長ｐｎ接合側壁不活性化層を有する
ＬＥＤを形成する方法についての側断面図を示している。図４Ａ～図４Ｅに示す特定の処
理手順は、赤、青、及び緑を含む任意の発光色のＬＥＤについて包括的であってよく、図
１Ａに関して上記したｐｎダイオード層１１５の構成の任意のものを含んでもよい。更に
、図４Ａ～図４Ｅに示す処理手順はその場エッチング及び再成長を含んでもよい。示すよ
うに、マスク１１７をｐｎダイオード層１１５の上に形成し、ドープされた電流拡散層１
０４の中に、少なくとも部分的に、溝１１８をエッチングする。マスク１１７はＳｉＯ2

などの、高温、かつエッチング及び再成長処理に関連付けられる腐食性エッチング化学物
質に耐えられる誘電材料で形成されてもよい。一実施形態では、エッチング処理は、金属
有機化学蒸着（ＭＯＣＶＤ）チャンバ内で行われる、純化学エッチングである。一実施形
態では、溝１１８は最初の部分的なドライエッチングによって形成され、次にウェハがＭ
ＯＣＶＤチャンバに移されて溝１１８のエッチングを完了させる。このようにして、最終
的なエッチングされた表面はＭＯＣＶＤチャンバ内でエッチングすることで調節され、ド
ライエッチング作業中に生成された物理的損傷はＭＯＣＶＤチャンバ内での化学エッチン
グによって取り除かれる。用いられ得る例示的なドライエッチング法としては、反応性イ
オンエッチング（ＲＩＥ）、電子サイクロトロン共鳴（ＥＣＲ）、誘導結合型反応性イオ
ンエッチング（ＩＣＰ－ＲＩＥ）、及び化学アシストイオンビームエッチング（ＣＡＩＢ
Ｅ）が挙げられる。ドライエッチング化学物質は、Ｃｌ2、ＢＣｌ3、又はＳｉＣｌ4など
の化学種を含むハロゲンベースであってもよい。ＭＯＣＶＤチャンバ内のエッチング温度
は付加的に、４００℃～７００℃などの高温であってもよい。具体的なエッチング化学物
質は、腐食性エッチング剤とグループＶ要素を安定化させるグループＶ分解抑制剤との組
み合わせを含んでもよく、高いエッチング温度で別途発生し得る分解を抑制する。
【００３９】
　一実施形態では、ＬＥＤは赤色発光用に設計され、ｐｎダイオード層１１５はリンベー
スである。かかる実施形態では、エッチング用化学物質はＨＣｌ又はＣｌ2などの腐食性
エッチング剤、及びＰＨ3などのグループＶ分解抑制剤を含む。一実施形態では、ＬＥＤ
は緑色又は青色発光用に設計され、ｐｎダイオード層１１５は窒化物ベースである。かか
る実施形態では、エッチング化学物質は、ＨＣｌ、Ｃｌ2、若しくはＨ2（又はそれらの組
み合わせ）等の腐食性エッチング剤と、ＮＨ3などのグループＶ分解抑制剤を含む。
【００４０】
　溝１１８の形成に続いて、溝１１８内に不活性化層４０２がエピタキシャルに再成長さ
れる。不活性化層４０２の再成長は、ＭＯＣＶＤチャンバ内にてその場で、溝１１８をエ
ッチングした直後に、かつ空気に曝されることもＭＯＣＶＤチャンバから取り除かれるこ
ともなく、行われる。不活性化層４０２が本来の表面上にてエピタキシャルに再成長され
るため、これは、ｐｎダイオード、具体的には活性層１０８に対して表面不活性化物とし
て作用する。複数の実施形態によれば、不活性化層４０２は、ｐｎダイオード層１１５内
の個々の層よりも高いバンドギャップを有する。不活性化層４０２もまた、ｐ型であって
もよい。リンベースの赤色発光ＬＥＤについては、不活性化層４０２はＭｇ又はＺｎドー
パントでｐ型ドープされてもよい。例えば、不活性化層はＡｌＩｎＧａＰ：Ｍｇ、Ｚｎで
あってもよい。窒化物ベースの緑色又は青色発光のＬＥＤについては、不活性化層４０２
はＭｇでｐ型ドープされてもよい。例えば、不活性化層はＡｌＧａＮ：Ｍｇであってもよ
い。窒化物ベースの緑色又は青色発光ＬＥＤについては、不活性化層４０２はＣ又はＦｅ
ドーパントによって絶縁性にされてもよい。例えば、不活性化層はＡｌＧａＮ：Ｃ、Ｆｅ
であってもよい。
【００４１】
　マスク１１７を次に取り除き、続いて図４Ｃに示すように、ｐｎダイオード層１１５（
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例えば、ｐ型ドープ電流拡散層１１２）の露出部分上に導電性コンタクト１１６が形成さ
れる。次に、溝４１０を不活性化層４０２及びｐｎダイオード層１１５を通ってエッチン
グして、図４Ｄに示すメサ構造４２０を形成する。例えば、ここでドライエッチング法が
用いられてもよい。あるいは、溝４１０は、ＬＥＤのｐｎダイオード層側壁１５３になる
ｐｎダイオード層１１５の側壁への表面損傷を低減するために、ウェットエッチングされ
てもよい。別の実施形態では、ドライエッチングの後にウェットエッチングが続く組み合
わせが用いられる。メサ構造４２０を次にキャリア基板１４０に転写してよく、図１Ｂ～
図１１Ｆに関して上記したのと同様に上部導電性コンタクト１４２を形成してもよい。
【００４２】
　図４Ｆは、一実施形態に係る、その場再成長ｐｎ接合側壁不活性化層を有するＬＥＤの
側断面図である。示すように、不活性化層４０２は、活性層１０８の端、及びｐｎダイオ
ード層側壁１５３とも対応する、ＬＥＤ側壁１５１を横方向に取り囲む。かかる実施形態
では、その場エッチングが純化学的であり、構造上の損傷をもたらさず、空気への暴露が
ないため、化学汚染は排除される。不活性化層４０２はエピタキシャルに成長するため、
元々の表面での全ての接合を満たす。このようにして、表面再結合が最小限に抑えられ、
ＬＥＤの発光効率が回復する。更に図４Ｆに示すように、再成長ｐｎ接合不活性化層４０
２は高バンドギャップ材料から形成されてもよく、したがって、発光するｐｎ接合Ｖo1よ
りも高いターンオン電圧（Ｖo2）を有する、即ち、Ｖo2＞Ｖo1である。結果として、電流
は発光する意図された領域を優先的に流れ通る。
【００４３】
　図５Ａ～図５Ｈは、一実施形態に係る、蒸気エッチングされた側壁及び再成長側壁不活
性化層を有するＬＥＤを形成する方法の側断面図である。一実施形態では、図５Ａ～図５
Ｈに示す処理手順は、緑色又は青色を発光する、窒化物ベースのＬＥＤを対象としている
。上記のように、ＡｌＧａＮクラッド層１０６は内的圧電体及び自発分極電界によって省
略されてもよい。更に、クラッド層１１０は、図５Ａに示すｐｎダイオード層から付加的
に省略されてもよい。上記のように、複数の実施形態に係るマイクロＬＥＤは、従来のＬ
ＥＤよりも低い電流で動作してもよい。したがって、一実施形態では、ＡｌＧａＮクラッ
ド層１０６、１１０は量子井戸１０８のいずれかの側で必要でない可能性がある。一実施
形態では、ｐｎダイオード層１１５は、ｐ型ＧａＮ層１１２、ＩｎＧａＮ活性層１０８、
及びｎ型ＧａＮ層１０４を備える。
【００４４】
　図５Ｂに示すように、ｐｎダイオード層１１５の上に薄い半導体マスク層５１３が形成
される。一実施形態では、半導体マスク層５１３はＡｌＧａＮから形成される。図５Ｃ～
図５Ｄに示すように、溝１１８はｐｎダイオード層１１５を少なくとも部分的に通ってエ
ッチングされて、メサ構造５２０を形成する。最初に、浅い溝１１８を、ＡｌＧａＮ半導
体マスク層５１３を通ってエッチングするのに、ＲＩＥ／ＩＣＰエッチングを用いてもよ
い。この後に高温でのＨ2＋ＮＨ3蒸気エッチングが続き、溝１１８のエッチングを完了さ
せてもよい。例えば、Ｈ2＋ＮＨ3蒸気エッチングは結果的にＲＩＥ／ＩＣＰエッチングに
比べて構造上の損傷を最小限に抑えられる可能性があり、平坦速度約２００ｎｍ／時間で
エッチングすることができ、垂直のｍ面側壁を形成することができる。ＡｌＧａＮクラッ
ド層１０６、１１０が存在しないため、それらがＨ2＋ＮＨ3蒸気エッチングに干渉したり
これを妨害したりしない。溝が適切に配向された時に、垂直の側壁を得ることができる。
【００４５】
　図５Ｅ～図５Ｈに示すように、エピタキシャルに再成長された不活性化層５０２をパタ
ーン化したｐｎダイオード層及び半導体マスク層５１３上に形成することができる。例え
ば、不活性化層５０２は再成長されたｐ型ＧａＮであってもよい。複数の実施形態によれ
ば、不活性化層５０２のエピタキシャルな再成長は、溝１１８の蒸気エッチングとは別の
場所でもたらされる。例示的な実施形態では、ｐｎダイオード層１１５内にアルミニウム
含有層はなく、したがって、メサ構造５２０の側壁は蒸気エッチング後に酸化しない。し
たがって、エピタキシャルに再成長された不活性化層５０２は、蒸気エッチングされた側
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壁の格子構造と、最小限の欠陥を有して一致し得る。特定の実施形態では、不活性化層５
０２はその場で、即ち、ＭＯＣＶＤリアクタ内での蒸気エッチングの直後にエピタキシャ
ルに再成長され、空気に曝されないようにする。溝５１８は次にエピタキシャルに再成長
される不活性化層５０２を通ってエッチングされ、構造は前述のようにキャリア基板１４
０に転写される。図５Ｉは、一実施形態に係る、再成長側壁不活性化層を有するＬＥＤの
側断面図である。示すように、ＬＥＤ５５０は側壁１５３の周りかつｐｎダイオード層１
１５の下に形成される不活性化層５０２を備え、下部導電性コンタクト１１６はｐ型ドー
プされた不活性化層５０２上に形成される。示すように、不活性化層５０２はｎ型ドープ
された電流拡散層１０４の側壁を完全に被覆せず、ｐｎダイオード層の上面にまで届かな
い。このようにして、ｐｎ接合が、活性層１０８よりも高いターンオン電圧を有する５０
２－１０４での境界面にて生成され、電流は発光する意図された領域を優先的に流れ通る
。それに加えて、示される実施形態では、不活性化層５０２はＬＥＤ５５０内の活性層１
０８を横方向に取り囲み、活性層１０８の端１５１が不活性化層５０２によって不活性化
されるようにする。
【００４６】
　図６Ａ～図６Ｅは、一実施形態に係る、拡散側壁不活性化層を有するＬＥＤを形成する
方法の側断面図である。一実施形態では、図６Ａ～図６Ｅは、赤色発光用に設計されたリ
ンベースのＬＥＤを対象としている。一実施形態では、ｐｎダイオード層１１５は、図１
Ａに関して上記した組成物の任意のものを含む。図６Ａに示すように、ｐｎダイオード層
１１５はパターン化されて、電流拡散層１０４を少なくとも部分的に通る溝１１８を形成
する。溝１１８のエッチング中にメサ構造１２０を画定するために、マスク６０５を用い
てもよい。溝１１８の形成に続き、メサ構造１２０の側壁に化学種を拡散して不活性化層
６０２を形成するために、拡散作業が行われる。拡散はメサ構造１２０間にてｐｎダイオ
ード層１１５の露出表面上で付加的に生じてもよく、任意選択的には、マスク６０５が取
り除かれている場合はメサ構造１２０の上部にて生じてもよい。不活性化層６０２の拡散
及び形成は、以前に暴露されたｐｎ接合（及び活性層１０８）を、ＬＥＤの内側にずらさ
せる。結果的に、ｐｎ接合は表面と交差せず、損傷のない材料から形成される。一特定の
実施形態では、相互混合されたヘテロ構造が生成される。具体的に、この実施形態では、
ＡｌＩｎＧａＰヘテロ構造は、整然とした合金結晶構造（ＧａＡｌＰ－ＩｎＰ単層超格子
を（１１１）結晶面上に含むＣｕＰｔ型オーダー）を自発的に生成する条件下及び基板配
向下で成長される。整然とした合金クラッド層１０６（例えば、ｎ型ＡｌＩｎＧａＰ）、
量子井戸層１０８（ＩｎＧａＰ）、及びクラッド層１１０（例えば、ｐ型ＡｌＧａＩｎＰ
）は、より低いバンドギャップエネルギーによって特徴づけられる。上記の拡散処理はこ
の合金をランダム化し得るため、バンドギャップエネルギーを上昇させる。ランダム化さ
れた側壁は、より高いバンドギャップエネルギーを有して、側壁再結合を抑制する電位障
壁を自然に形成する。よって、ランダム化されたＡｌＩｎＧａＰは不活性化層６０２を形
成する。不活性層６０２を形成するために、注入、蒸気拡散、及びソース層をコーティン
グした後に加熱すること（固体ソース拡散）を含む、多種多様な方法を採用することがで
きる。
【００４７】
　一実施形態では、Ｚｎ又はＭｇなどのｐ型ドーパントが注入及び／又は拡散されて、不
活性化層６０２内にてｎ型層（１１０、１１２）をｐ型に変化させる。あるいは、Ｆｅ、
Ｃｒ、Ｎｉなどの別の化学種、又は別のドーパントを加えて、不活性化層６０２を半絶縁
性とすることができる。あるいは、プロトン衝撃又はプロトン注入としても知られるよう
に、Ｈｅ又はＨを注入することができる。プロトン衝撃によって生成された損傷は、代わ
りに、注入された不活性化層６０２の抵抗力を上昇させる。注入エネルギーは損傷を生成
し過ぎないように制御され得て、非発光性再結合のための重要な源として作用するように
してもよい。
【００４８】
　不活性化層６０２の形成後、構造は、図１Ｂ～図１Ｆに関して上記したのと同様に処理
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することで、ＬＥＤ６５０を形成してもよい。図６Ｆは、一実施形態に係る、拡散側壁不
活性化層を有するＬＥＤの断側面図である。示すように、ＬＥＤ６５０は、ｐｎダイオー
ド層１１５の側壁１５３内に形成される不活性化層６０２を備える。示すように、不活性
化層６０２はｎ型ドープされた電流拡散層１０４の側壁を完全に被覆せず、ｐｎダイオー
ド層の上面にまで届かない。このようにして、ｐｎ接合が、活性層１０８でのものよりも
高いターンオン電圧を有する６０２－１０４での境界面にて生成され、電流は発光する意
図された領域を優先的に流れ通る。それに加えて、示される実施形態では、ＬＥＤ側壁１
５１（活性層１０８の端に対応する）が不活性化層６０２に変換されているｐｎダイオー
ド層側壁１５３内に、内側に閉じ込められるように、不活性化層６０２はＬＥＤ６５０内
の活性層１０８を横方向に取り囲む。
【００４９】
　図７Ａ～図７Ｅは、一実施形態に係る、選択的拡散によってＬＥＤ内にｐｎ接合を形成
する方法の側断面図である。図７Ａに示す特定の実施形態では、エピタキシャル層７１５
は図１Ａに示すｐｎ型ダイオード層１１５と若干異なり、層７１０、７１２はｐ型ドープ
（層１１０、１１２）されているのではなく、ｎ型ドープされている。よって、初期エピ
タキシャル層７１５はｎ型／ｎヘテロ構造を含み、ｐｎ接合はまだ形成されていない。一
実施形態では、エピタキシャル層７１５は、（ｎ型）ＡｌＩｎＰ電流拡散層１０４、（ｎ
型）ＡｌＩｎＧａＰクラッド層１０６、量子井戸層１０８、（ｎ型）ＡｌＧａＩｎＰクラ
ッド層７１０、及び（ｎ型）ＡｌＩｎＰ電流拡散層７１２を備える。図７Ａ～図７Ｅに示
す実施形態によれば、ｐｎ接合は、Ｍｇ又はＺｎなどのｐ型ドーパントを電流拡散層７１
２、及びクラッド層７１０内に拡散することで、形成される。拡散は固体源からであって
もよく、又は図６Ａ～図６Ｅに関して上記したように蒸気であってもよい。
【００５０】
　図７Ｂに示すように、ｐ型ドープ領域７０２は上記のようにクラッド層７１０及び電流
拡散層７１２内に拡散され、ｐ型ドーパントが活性層１０８に進入する前に止まる。拡散
後、エピタキシャル層７１５の上に絶縁層７１１が形成される。絶縁層７１１は、ＳｉＯ

2及びＳｉＮxを含む多種多様な材料から形成されてもよい。図７Ｃに示すように、絶縁層
７１１には開口部が形成され、開口部の上に導電性コンタクト１１６が形成され、次に溝
１１８が絶縁層７１１及びエピタキシャル層７１５を通ってエッチングされて、メサ構造
７２０を形成する。図７Ｄ～図７Ｅにて示す処理手順は次に、ＬＥＤ７５０を形成するた
めに図１Ｂ～図１Ｆに関して上記するものと類似してもよい。
【００５１】
　図７Ｆは、一実施形態に係る、選択的に拡散されたｐｎ接合を有するＬＥＤの側断面図
である。示すように、ＬＥＤ７５０は、（ｎ型）ドープされた電流拡散層７１２を通って
延伸する、内側に閉じ込められたｐ型ドープ領域７０２、及び（ｎ型）ドープされたクラ
ッド層７１０を備える。絶縁層７１１は任意選択的に、下部導電性コンタクト１１６が（
ｎ型）ドープされた電流拡散層７１２と接触しないように、ｐ型ドープ領域７０２と（ｎ
型）ドープ電流拡散層７１２との間の接合を被覆するように形成されてもよい。図７Ｆに
示す実施形態では、活性層１０８内への電流注入領域は、ｐ型ドープ領域７０２によって
ＬＥＤ内に内側に閉じ込められる。
【００５２】
　図８Ａ～図８Ｅは、一実施形態に係る、拡散横接合を有するＬＥＤを形成する方法の側
断面図である。一実施形態では、図８Ａに示すエピタキシャル層８１５は図７Ａに示すエ
ピタキシャル層７１５と同一であり、層８１０、８１２は層７１０、７１２にそれぞれ対
応する。図８Ａ～図８Ｅに示す処理手順は図７Ａ～図７Ｅに示すものと実質的に類似して
いるが、ｐ型ドープ領域８０２が層８１２、８１０、１０８、１０６を介して、及び部分
的に電流拡散層１０４に入って形成されることが異なる。
【００５３】
　図８Ｆは、本発明の一実施形態に係る、拡散横接合を有するＬＥＤ８５０の側断面図で
ある。示すように、ｐｎ接合は活性層１０８内に形成される横接合になる。図８Ｆに示す
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実施形態では、活性層１０８内への電流注入領域は、ｐ型ドープ領域８０２によってＬＥ
Ｄ内に内側に閉じ込められる。更に、ｐｎ接合は横方向であり、ＬＥＤ８５０内に閉じ込
められる。
【００５４】
　図９Ａ～図９Ｅは、一実施形態に係る、選択的エリアが成長し、その場成長した側壁不
活性化層を有するＬＥＤを形成する方法の側断面図である。一実施形態では、図９Ａ～図
９Ｅに記載の方法は、赤色発光用に設計されて立体結晶構造を有するリンベースのＬＥＤ
を対象としている。図９Ａ～図９Ｅに示す方法は他の結晶構造の種類に適用可能であり、
より複雑な側壁の形状をもたらす可能性がある。図９Ａに示すように、成長用基板１０２
の上にパターンマスク層１１１が形成される。一実施形態では、パターンマスク層１１１
は、いずれ除去される成長用基板１０２上に直接形成されている。示される特定の実施形
態では、パターンマスク層１１１は、部分的に形成された電流拡散層１０４上に形成され
る。メサ構造９２０を次に、パターンマスク層１１１内に前もって画定された開口部内に
選択的に成長させてもよい。メサ構造９２０は、図１Ａのｐｎダイオード層１１５に関し
て上記した赤色の光を発するためのものと同様のエピタキシャル層を含んでもよい。一実
施形態では、選択的エリアの成長は結果として、近い（１００）表面上に不成長（１１１
）側壁をもたらす。ｐｎダイオード層を含むメサ構造９２０の形成後、その場側壁不活性
化層９０２が成長される（メサ構造の成長のその場）。一実施形態では、不活性化層は、
ｐ型ドープされ得るＡｌＩｎＰを備える。一実施形態では、不活性化層９０２は、メサ構
造９２０の形成直後に、ＭＯＣＶＤリアクタから取り出すことなく、その場で成長される
。不活性化層９０２は、堆積化学種の蒸発又は移動を避けるために、成長温度を低下させ
ることで等角に成長する。側壁不活性化層９０２の形成後に導電性コンタクト１１６が形
成され、処理手順は図１Ｂ～図１Ｆに関して上記したものと同様に行うことで、ＬＥＤ９
５０を形成してもよい。
【００５５】
　図９Ｆは、一実施形態に係る、その場成長した側壁不活性化層を有する、選択的に成長
したＬＥＤの、ｘ方向（１１１）面に沿った側断面図である。図９Ｇは、一実施形態に係
る、その場成長側壁不活性化層を有する、選択的に成長したＬＥＤの、ｙ方向（１１１）
面に沿った側断面図である。図９Ｆ～図９Ｇに示すように、不活性化層９０２は、図５Ｉ
に関して上記したものと類似していてもよい。示すように、ＬＥＤ９５０は側壁１５３の
周りかつｐｎダイオード層１１５の下に形成される不活性化層９０２を備え、下部導電性
コンタクト１１６はｐ型ドープされた不活性化層９０２上に形成される。示すように、不
活性化層９０２はｎ型ドープされた電流拡散層１０４の側壁を完全に被覆せず、ｐｎダイ
オード層の上面にまで届かない。このようにして、ｐｎ接合が、活性層１０８でのものよ
りも高いターンオン電圧を有する９０２－１０４での境界面にて生成され、電流は発光す
る意図された領域を優先的に流れ通る。それに加えて、示される実施形態では、不活性化
層９０２はＬＥＤ９５０内の活性層１０８を横方向に取り囲み、活性層１０８の端１５１
が不活性化層９０２によって不活性化されるようにする。
【００５６】
　図１０Ａ～図１０Ｄは、一実施形態に係る、再成長側壁不活性化層を有するＬＥＤを形
成する方法の側断面図である。実施形態では、図１０Ａ～図１０Ｄに示す方法は、赤色の
光を発するために設計されて立体結晶構造を有するリンベースのＬＥＤ（例えば、ＡｌＧ
ａＩｎＰ）を対象としている。図１０Ａに示すように、ｐｎダイオード層１１５は、図１
Ａに関して上記したように、成長用基板１０２上に形成される。ｐｎダイオード層１１５
は次に化学的にウェットエッチングされ、（１１１）側壁を形成する。図１０Ｂに示すよ
うに、化学的なウェットエッチング中に用いられるマスク層１０１０は、（１１１）側壁
に沿って、不活性化層１００２のエピタキシャル成長前に残されても、除去されてもよい
。一実施形態では、不活性化層１００２は、ｐｎダイオード層１１５と比較して絶縁性で
あり得るＧａＮを含む。あるいは、成長したｐ型であってもよい。側壁が（１１１）結晶
表面配向を有するため、これらは六角形構造ＡｌＧａＮのエピタキシャル成長用の適切な
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シード表面として作用する。したがって、再成長したエピタキシャルインターフェースの
品質は表面再結合を低下させるために向上する。別の実施形態では、この構造は、（１１
１）側壁メサ構造が図９Ａ～図９Ｇに関して記載される選択的成長によって形成され、次
にその場で絶縁型又はｐ型ＧａＮのエピタキシャル成長によってすぐに不活性化される、
その場処理にて完全に形成されてもよい。図１０Ｃ～図１０Ｄに示すように、マスク層１
０１０は除去され、構造は、図１Ｂ～図１Ｆに関して上記するのと同様に処理されること
で、ＬＥＤ１０５０が形成される。
【００５７】
　図１０Ｅは、一実施形態に係る、再成長側壁不活性化層を有するＬＥＤの、ｘ方向（１
１１）面に沿った側断面図である。図１０Ｆは、一実施形態に係る、再成長側壁不活性化
層を有するＬＥＤの、ｙ方向（１１１）面に沿った側断面図である。図１０Ｅ～図１０Ｆ
に示すように、不活性化層１００２はｐｎダイオード層側壁１５３（ＬＥＤ側壁１５１に
も対応する）の周りに形成される。不活性化層１００２がエピタキシャルに成長するため
、接合はＬＥＤ側壁１５１で満たされる。このようにして、表面再結合が最小限に抑えら
れる。更に、ＬＥＤ１０５０がＡｌ含有層をｐｎダイオード層１１５に含まないため、ｐ
ｎダイオード層１１５をウェットエッチングして、次に、ウェットエッチング後の露出し
た層が酸化することなく、エピタキシャル成長させるためにチャンバに転写することがで
きる。
【００５８】
　図１０Ｇ～図１０Ｈは図１０Ｅ～図１０Ｆと類似するが、ＬＥＤが幅広の上部電流拡散
層１０４を備えるようにパターン化されている点で異なる。このようにして、上部導電性
コンタクト１０４をより大きくすることができ、不活性化層１００２を通して直接接触す
るリスクを減らすことができる。
【００５９】
　図１１Ａ～図１１Ｄに示すように、一実施形態に係る、方向依存性ドープを有するＬＥ
Ｄｐｎ接合を形成する方法の側断面図が提示されている。図１１Ａは、一実施形態に係る
、パターン基板上に形成されて方向依存性ドーピングを含むｐｎダイオード層の詳細断面
図である。一実施形態では、図１１Ａ～図１１Ｄに示す方法は、赤色の光を発するために
設計されるリンベースのＬＥＤを対象としている。図１１Ａに示すように、（１００）Ｇ
ａＡｓ基板などの成長用基板１００２が、エッチング段１１０１を有して形成される。ｐ
ｎダイオード層１１１５を次に、パターン化成長用基板１００２上にエピタキシャルに成
長させる。一実施形態では、ｐｎダイオード層はｎ型ＡｌＩｎＰ電流拡散層１０４、ｎ型
ＡｌＩｎＧａＰ：Ｓｅ又はＳｉクラッド層１０６、ＩｎＧａＰ活性層１０８、ｐ型ＡｌＩ
ｎＧａＰ：Ｍｇクラッド層１１１０Ａ、共ドープＡｌＧａＩｎＰ：Ｍｇ＋Ｓｅクラッド層
１１１０Ｂ、ｐ型ＡｌＩｎＧａＰ：Ｍｇクラッド層１１１０Ｃ、及びｐ型ＧａＰ電流拡散
層１１２を備える。
【００６０】
　具体的に、クラッド層１１１０Ａ～Ｃ、及び特にクラッド層１１１０Ｂを形成する特定
の方法は、クラッド層１１１０Ｂ内のｎ、ｐ型ドープの方向性依存を実装する。具体的に
は、ｎ型クラッド層１１１０Ｂは（１００）平坦面上に形成され、ネットｐ型クラッド層
１１１０Ｂは傾斜領域に沿って形成される。よって、ＳｅはＡｌＧａＩｎＰクラッド層１
１１０Ｂ内に（１００）の向きで組み込まれ、その一方でＭｇはＡｌＧａＩｎＰクラッド
層１１１０Ｂ内に、向きの一致しない傾斜に沿って優先的に組み込まれ、結果的には、ｐ
ｎ接合が傾斜した側壁に位置し、その一方でｎｐｎｐ接合が（１００）表面に形成される
、ｐｎダイオード層１１１５を得る。よって、電流注入経路は優先的に（図１１Ａに矢印
で示す）、傾斜する側壁上に形成されるｐｎ接合を流れ通る。図１１Ｂ～図１１Ｄに示す
ように、ＬＥＤ１１５０を形成する処理手順は、図１Ｂ～図１Ｆに関して上記したものと
類似している。
【００６１】
　図１１Ｅ～図１１Ｆは、一実施形態に係る、方向依存性ドーピングを有するＬＥＤｐｎ
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接合の側断面図である。図１１Ｅ～図１１Ｆに示すように、ｐｎ接合、及び電流注入経路
（図１１Ｅ～図１１Ｆに矢印で示す）は、ＬＥＤ１１５０内にて、活性層１０８の端から
離れて、ｐｎダイオード層の側壁１５３に沿って内側に位置する。図１１Ｅに示す実施形
態では、成長用基板１０２の一部は結果的に得られるＬＥＤ１１５０内に残されている。
図１１Ｆに示す実施形態では、ｐｎダイオード層１１１５の厚さはＬＥＤ１１５０の内側
部分を充填するのに十分である。例えば、電流拡散層１０４はＬＥＤ１１５０の内側部分
を充填してもよい。
【００６２】
　図１２Ａ～図１２Ｆは、一実施形態に係る、選択的エッチング及びマストランスポート
によるＬＥＤの形成方法の側断面図である。図１２Ａに示すように、図１Ａに関して上記
したのと同様に、ｐｎダイオード層１１５が成長用基板１０２上に形成される。ｐｎダイ
オード層１１５は、赤色、緑色、又は青色発光用に設計されてもよい。但し、特定の処理
手順は、ｐｎダイオード層１１５が窒化物ベースかリンベースかによってもよい。
【００６３】
　図１２Ｂに示すように、溝１１８がｐｎダイオード層１１５を通って形成され、前に記
載したようにメサ構造１２０を形成する。一実施形態では、ｐｎダイオード層１１５はリ
ンベースであり、ＩｎＧａＰ活性層１０８の選択的エッチングは図１２Ｃに示す活性層内
の切り込みを生成するために行われる。一実施形態では、ｐｎダイオード層１１５は窒化
物ベースであり、光で活性化される（例えば、３６５～４５０ｎｍ）光電気化学エッチン
グによって選択的にＩｎＧａＮ活性層１０８の一部が除去されて、切り込みを生成する。
図１２Ｄに示すように、高温でのマストランスポートは隣接する材料のマストランスポー
トを引き起こし、切り込まれた活性層１０８を包み込む新たなｐｎ接合を形成する。マス
トランスポートは、最初に切り込みを形成せずとも、活性層１０８の端を包み込むことが
できるように意図されている。ｐｎダイオード層１１５がリンベースである一実施形態で
は、マストランスポートは高温でのＰＨ3＋Ｈ2への暴露によって引き起こされる。かかる
実施形態では、隣接するｐ型ＡｌＩｎＧａＰクラッド層１１０及びｎ型ＡｌＩｎＧａＰク
ラッド層１０６は、ＩｎＧａＰ活性層１０８を包み込む。ｐｎダイオード層１１５が窒化
物ベースである一実施形態では、マストランスポートは高温でのＮＨ3＋Ｈ2への暴露によ
って引き起こされる。かかる実施形態では、隣接するｐ型ＧａＮ電流拡散層１１２及びｎ
型ＧａＮ電流拡散層１０４が、ＩｎＧａＮ活性層１０８を包み込む。図１２Ｅ～図１２Ｆ
に示すように、構造は次に、図１Ｂ～図１Ｆに関して上記したのと同様に処理することで
、ＬＥＤ１２５０を形成してもよい。
【００６４】
　図１２Ｇ～図１２Ｈは、一実施形態に係る、切り込みのある活性層を備えるＬＥＤの断
側面図である。図１２Ｇに示すように、隣接するｐ型ＡｌＩｎＧａＰクラッド層１１０及
びｎ型ＡｌＩｎＧａＰクラッド層１０６が、ＩｎＧａＰ活性層１０８を包み込む。図１２
Ｈに示すように、隣接するｐ型ＧａＮ電流拡散層１１２及びｎ型ＧａＮ電流拡散層１０４
がＩｎＧａＮ活性層１０８を包み込む。各実施形態では、活性層１０８の端１５１はＬＥ
Ｄ１２５０内に、ｐｎダイオード層側壁１５３の中に、内側に閉じ込められる。
【００６５】
　図１３Ａ～図１３Ｃは、一実施形態に係る、表面変換によってＬＥＤの側壁を不活性化
させる方法の側断面図である。図１３Ａ～図１３Ｂはリンベースのｐｎダイオード構造に
ついて図１２Ａ～図１２Ｂと実質的に同様であるが、組成が若干異なる。図１３Ｃに示す
ように、活性層１０８、及び任意選択的にクラッド層１０６、１１０は、それらの合金に
ヒ素を含む。一実施形態では、層１０６、１０８、１１０がアルミニウムを追加的に含む
ことで、バンドギャップ値を回復させてもよい。メサ構造１２０は高温でＰＨ3＋Ｈ2蒸気
に暴露され、結果的にグループＶ化学種が蒸発する不適合昇華を得る。漏れるＡｓ化学種
はＰと入れ替えられ、表面バンドギャップエネルギーが上昇する。結果的に、活性層１０
８の端１５１はＬＥＤ内に、ｐｎダイオード層側壁１５３の中に、内側に閉じ込められる
。
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【００６６】
　図１４Ａは、一実施形態に係る、活性層内に量子ドットを有するＬＥＤの側断面図であ
る。一実施形態では、図１４Ａに示す構造は、赤色の光を発するために設計される、リン
ベースのＬＥＤを対象としている。一実施形態では、ＬＥＤ１４５０は、注入キャリアが
量子ドットで局所化され、ＬＥＤ側壁１５１に拡散する可能性の低い量子ドット活性領域
１４０８を含む。図１４Ｂは、一実施形態に係る、量子ドット１４０９を有するＬＥＤ活
性層の概略上面図である。一実施形態では、クラッド層１４１０はｐ型ＡｌＩｎＰから形
成され、クラッド層１４０６はｎ型ＡｌＩｎＰから形成され、活性層１０８は（Ａｌ）Ｇ
ａＩｎＰから形成される。層の形成中に、圧縮ひずみによってＩｎがＩｎリッチエリアに
分離するように、堆積が制御される。堆積条件もまた、混和性ギャップを活用してＩｎリ
ッチエリアを形成するために、制御することができる。このようにして、より低いバンド
ギャップを有するＩｎリッチな量子ドットの塊はキャリアを閉じ込め、ＬＥＤ側壁１５１
への横方向の拡散を抑制する。非均質活性層１０８内での量子ドットの塊の検出は、例え
ば、光ルミネセンスによって検出されてもよい。例示的な量子ドットの塊１４０９は、低
バンドギャップ領域が形成されるレンズ縮尺に依存し、一実施形態では１０～２０ｎｍオ
ーダーであってもよい。
【００６７】
　図１５Ａ～図１５Ｃは、一実施形態に係る、活性層内にナノピラーを有するＬＥＤを形
成する方法の側断面図である。一実施形態では、図１５Ａに示す構造は、緑色又は青色発
光用に設計される窒化物ベースのＬＥＤを対象としている。一実施形態では、ｐｎダイオ
ード層１５１５は、ｎ型ＧａＮ電流拡散層１０４、ｐ型ＡｌＧａＮクラッド層１１０、及
びｐ型ＧａＮ電流拡散層１１２を備える。複数の層が活性層を形成してもよい。一実施形
態では、複数の活性層はＩｎＧａＮを含む。一実施形態では、第１のＩｎ1ＧａＮ活性層
１５０８Ａは複数のナノピラー１５０９を含む。ナノピラー１５０９は、Ｉｎ1ＧａＮ活
性層１５０８Ａ内の圧縮ひずみによって自発的に形成可能である。一実施形態では、ナノ
ピラー１５０９は選択的成長、又はパターン化によって形成される。第１のＩｎ1ＧａＮ
活性層１５０８Ａを形成した後に、第２のＩｎ2ＧａＮ活性層１５０８Ｂが第１のＩｎ1Ｇ
ａＮ活性層１５０８Ａより高いインジウム含有量で形成される。結果的に、インジウムの
より高い濃度が量子ドット、又はナノピラー１５０９上に位置してもよい。インジウムの
分離は、ナノピラー１５０９の大きさを付加的に増加させる。第２のＩｎ2ＧａＮ活性層
１５０８Ｂの形成後及び第３のＩｎ3ＧａＮ活性層１５０８Ｃがその上に成長され、量子
ドット、又はナノピラー１５０９を埋める。一実施形態では、Ｉｎ3ＧａＮ活性層１５０
８Ｃ内のインジウム含有量はＩｎ2ＧａＮ活性層１５０８Ｂ内のインジウム含有量より少
なく、Ｉｎ1ＧａＮ活性層１５０８Ａと同じであってもよい。図１５Ｂ～図１５Ｃに示す
ように、構造を図１Ｂ～図１Ｆに関して上記したものと同様に処理して、ＬＥＤ１５５０
を形成してもよい。図１５Ｄは、一実施形態に係る、活性層内にナノピラーを有するＬＥ
Ｄの側断面図である。図１５Ｅは、一実施形態に係る、活性層内にナノピラーを有し、ト
ップハット構成のＬＥＤの側断面図である。示すように、下部ｐ型ドープ電流拡散層１１
２は台脚構成で形成される。示される実施形態では、ＬＥＤ１５５０は、量子ドット、又
はナノピラー１５０９を活性領域１５０８内に含み、活性領域１５０８では注入キャリア
が局所化され、ＬＥＤ側壁１５１に拡散する可能性が低く、ＬＥＤ側壁１５１はｐｎダイ
オード層側壁１５３にも対応する。
【００６８】
　図１６Ａ～１６Ｄは、一実施形態に係る、ｐｎダイオード層側壁でヘテロ構造が相互混
合するＬＥＤを形成する方法の側断面図である。一実施形態では、図１６Ａに示す構造は
、赤色発光用に設計されるリンベースのＬＥＤを対象とし、図１Ａに関して上記したもの
と同様のｐｎダイオード層１１５を備えてもよい。更に図１６Ａに示すように、電流拡散
層１１２の上に注入マスク１６０１が形成される。次に、注入マスク１６０１の材料によ
っては、拡散又は相互混合を引き起こすために熱的動作が行われる。一実施形態では、注
入マスク１６０１はシリコンから形成される。かかる実施形態では、シリコンは表面から



(21) JP 2018-505567 A 2018.2.22

10

20

30

40

50

拡散し、相互混合領域１６０２を形成する。シリコンの拡散はグループＩＩＩの空孔を引
き起こし、グループＩＩＩの原子（Ａｌ、Ｇａ、Ｉｎ）がグループＩＩＩの部分格子上の
格子位置を交換して均質な合金を層１０６（元々はＡｌＩｎＧａＰ）、１０８（元々はＩ
ｎＧａＰ）、１１０（元々はＡｌＧａＩｎＰ）にわたって形成することを可能とする。引
き続き図１６Ｂに示すように、シリコン拡散後、特にシリコン（ｎ型ドーパント）が拡散
された場所にて、ブランケットＺｎドナー層が任意選択的に電流拡散層１１２の上に形成
され、表面に拡散されて、ｐ型ドープ層１６０３を表面にわたって形成する。
【００６９】
　図１６Ｃ～図１６Ｄに示すように、溝１１８がｐｎダイオード層１１５を通ってエッチ
ングされ、構造は図１Ｂ～図１１Ｆに関して上記したのと同様にパターン化されて、ＬＥ
Ｄ１６５０を形成する。図１６Ｅは、一実施形態に係る、相互混合したＬＥＤのヘテロ構
造の側断面図である。示すように、相互混合領域１６０２は活性層１０８に隣接して形成
され、活性層１０８の端１５１はｐｎダイオード層側壁１５３内に、内側に閉じ込められ
る。
【００７０】
　別の実施形態では、注入マスク１６０１はＳｉＯ2から形成され、グループＩＩＩの空
孔を下にある材料に注入する。かかる実施形態では、Ａｌ、Ｇａ、ＩｎはＳｉＯ2に拡散
し、Ａｌ、Ｇａ、及びＩｎが相互混合される相互混合領域１６０２を形成する。かかる実
施形態では、ｎ型ドーパントが基板に拡散されないため、ｐ型ドープ層１６０３を形成す
る必要がない場合がある。
【００７１】
　図１６Ｆに示す別の実施形態では、注入マスク１６０１はＳＯ2から形成され、Ｓｉド
ープ層１６１１は１つ以上の活性層１０８の近傍にて形成される。Ｓｉドープ層１６１１
は、活性層１０８の近傍で相互混合を促進するように機能してもよい。
【００７２】
　複数の実施形態によれば、ＬＥＤのアレイは次にキャリア基板から転写先基板、例えば
照明又はディスプレイ基板に転写されてもよい。一実施形態では、転写は、犠牲剥離層を
選択的に除去する、例えば蒸気ＨＦエッチングによって、続いてＬＥＤのアレイの静電転
写を、静電転写ヘッドアレイを含む転写ツールを用いて行うことで、実現してもよい。
【００７３】
　図１７Ａ～図１７Ｆは、一実施形態に係る、側壁不活性化層を有するＬＥＤを形成する
方法の断側面図である。図１７Ａに示すように、図１Ａに関して上述したものと同様に、
バルクＬＥＤ基板１００を示す。それに加えて、ＩＴＯなどの導電性酸化物層１６０を、
ｐｎダイオード層１１５の上に形成してもよい。例えば、導電性酸化物層１６０は、ｐｎ
ダイオード層１１５の電流拡散層（例えば、１１２）又はクラッド層（例えば、１１０）
とオーム接触してもよい。導電性酸化物層１６０及びｐｎダイオード層１１５は、次に、
図１７Ｂに示すように、溝１１８を形成するためにパターン化されてもよい。溝１１８の
形成後、基板を調節してもよい。例えば、これはＨＣｌ又は臭素系混合物内の天然酸化物
若しくは残渣汚染を除去するための酸洗いを含んでもよい。次に、例えばアルゴン、水素
、又は窒素を用いて、その場プラズマ処置を任意選択的に行ってもよい。
【００７４】
　図１７Ｃに示すように、メサ構造１２０の上かつメサ構造１２０間に側壁不活性化層１
７０が形成される。一実施形態では、側壁不活性化層１７０は原子層堆積（ＡＬＤ）を用
いて形成される。例えば、側壁不活性化層１７０はＡｌ2Ｏ3であってもよいが、他の材料
を用いてもよい。一実施形態では、側壁不活性化層１７０は、厚さ１～１００ｎｍなど、
０～１，０００ｎｍの厚さであり、下地の基板のトポグラフィにしたがう均一の厚さであ
ってもよく、メサ構造１２０周りの外郭を形成する。次に側壁不活性化層１７０を、パタ
ーン化された導電性酸化物層１６０を露出する開口部１７０をメサ構造１２０の上に形成
するために、パターン化してもよい。例えば、これはフッ素系ドライエッチング法を用い
て実現してもよい。
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【００７５】
　次に下部導電性コンタクト１１６を、図１７Ｄに示すように、導電性酸化物層１６０の
露出部分の上に、開口部１７２内にて形成してもよい。図１７Ｅに示すように、パターン
化された犠牲酸化物層１２２が形成され、パターン化された構造はキャリア基板１４０に
接着結合材料で接合されて、安定化層１３０を形成する。キャリア基板１４０に接合した
後、成長用基板１０２をレーザーリフトオフ、エッチング、又は研削などの好適な方法を
用いて除去し、ｐｎダイオード層１１５を露出してもよい。次に、別々のメサ構造１２０
を接続するｐｎダイオード層１１５の任意の残る部分をエッチング又は研削することで除
去して、横方向に分離したｐｎダイオード層１１５を形成してもよい。次に上部導電性コ
ンタクト層１４２を、各横方向に分離したｐｎダイオード層上に形成してもよく、結果的
に図１７Ｆに示すＬＥＤ１５０を得る。示すように、ＡＬＤ側壁不活性化層１７０はｐｎ
ダイオード層１１５の側壁１５３（例えば、上部電流拡散層１０４、活性層１０８、及び
下部電流拡散層１１２を含む）に沿って、かつ導電性酸化物層１６０の下にわたる。
【００７６】
　図１８Ａに示すように、一実施形態では、ＬＥＤ１５０のアレイがディスプレイ基板に
転写されて接合される。ＬＥＤ１５０が示されているが、これは例示的であり、上記のＬ
ＥＤのうちの任意のものを用いてもよい。例えば、ディスプレイ基板３００は、アクティ
ブマトリクス型ＯＬＥＤディスプレイパネルに用いられるものに類似する薄膜トランジス
タ（ＴＦＴ）ディスプレイ基板（即ち、バックプレーン）であってもよい。図１８Ａは、
一実施形態に係るディスプレイパネルの側面図である。かかる実施形態では、ディスプレ
イ基板は、独立して各サブ画素を駆動させるための作動回路（例えば、トランジスタ、コ
ンデンサなど）を含むＴＦＴ基板である。基板３００は、非画素エリア、及び画素内に設
けられたサブ画素を含む画素エリア（例えば、表示領域）を含んでもよい。非画素エリア
は、データ信号（Ｖｄａｔａ）をサブ画素に送信可能にするために各サブ画素のデータラ
インに接続されるデータ駆動回路、スキャン信号（Ｖｓｃａｎ）をサブ画素に送信可能に
するためにサブ画素のスキャンラインに接続されるスキャン駆動回路、電源信号（Ｖｄｄ
）をＴＦＴに送信するための電源供給ライン、及び接地信号（Ｖｓｓ）をサブ画素のアレ
イに送信するための接地リングを含んでもよい。データ駆動回路、スキャン駆動回路、電
源供給ライン、及び接地リングを全て、フレキシブル回路基板（ＦＣＢ）に接続すること
ができ、フレキシブル回路基板は電源供給ラインに電力を供給するための電源、及び接地
リングに電気的に接続された電源接地ラインを含む。なお、これはディスプレイパネルの
一例示的な実施形態であり、代替の構成が可能であるように理解される。例えば、任意の
駆動回路がディスプレイ基板３００から外れて配置可能であり、あるいは、ディスプレイ
基板３００の後面に位置することができる。同様に、基板３００内に形成された作動回路
（例えば、トランジスタ、コンデンサなど）は、図１８Ｂに示すように、基板３００の上
面に接合されたマイクロドライバチップ３５０と入れ替え可能である。
【００７７】
　図１８Ａに示す特定の実施形態において、ＴＦＴ基板は、駆動回路からのデータライン
に接続されるスイッチングトランジスタＴ１、及び電源供給ラインに接続される電力ライ
ンに接続される駆動トランジスタＴ２を含む。スイッチングトランジスタＴ１のゲートは
また、スキャン駆動回路からのスキャンラインに接続され得る。バンク開口部３２７を含
むパターン化されたバンク層３２６が基板３００の上に形成される。一実施形態では、バ
ンク開口部３２７はサブ画素と対応する。バンク層３２６は、インクジェット印刷、スク
リーン印刷、ラミネーション、スピンコーティング、ＣＶＤ、及びＰＶＤ等の様々な技術
によって形成され得て、不透明、透明、又は半透明の材料から形成されてもよい。一実施
形態では、バンク層３２６は絶縁材料から形成される。一実施形態では、バンク層はブラ
ックマトリクス材料から形成されて、発光された光、又は周囲光を吸収する。バンク層３
２６の厚さ及びバンク開口部３２７の幅は、開口内に転写され接合されるＬＥＤ１５０の
高さ、静電転写ヘッドの高さ、及びディスプレイパネルの解像度に依存してもよい。一実
施形態では、バンク層３２６の例示的な厚さは、１μｍ～５０μｍであり得る。
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【００７８】
　導電性下部電極３４２、接地タイライン３４４、及び接地リング３１６は、ディスプレ
イ基板３００の上に任意選択的に形成されてもよい。例示の実施形態において、接地タイ
ライン３４４の配置は、ディスプレイパネルの画素エリア３０４内のバンク開口部３２８
間を通り得る。接地タイライン３４４はバンク層３２６上に形成されてもよく、あるいは
、開口部３３２はバンク層３２６内に、バンク層３２６の下にある接地タイライン３４４
を露出するために形成されてもよい。一実施形態では、接地タイライン３４４は、画素エ
リアのバンク開口部３２７間に形成され、非表示領域の接地リング３１６又は接地ライン
に電気的に接続される。このように、Ｖｓｓ信号は、サブ画素のマトリクスに対してより
均一に印加され得ることにより、ディスプレイパネルにわたって、より均一な明るさがも
たらされる。
【００７９】
　ＬＥＤ１５０周りにバンク開口部３２７内にて形成された不活性化層３４８は、上部電
極層３１８と下部電極層３４２との間の電気ショートを防止するなどの機能を果たしても
よく、上部導電性コンタクト１４２と接地タイライン３４４との間の上部電極層３１８の
十分な段差被覆性を提供する。不活性化層３４８はまた、下部電極層３４２の任意の部分
を被覆し、上部電極層３１８との可能な短絡を防止してもよい。複数の実施形態によれば
、不活性化層３４８は、エポキシ、ポリ（メチルメタクリレート）（ＰＭＭＡ）などのア
クリル（ポリアクリレート）、ベンゾシクロブテン（ＢＣＢ）、ポリミド、及びポリエス
テルなどであるがこれらに限定されない種々の材料で形成してもよい。一実施形態では、
不活性化層３４８はＬＥＤデバイス１５６周りのインクジェット印刷又はスクリーン印刷
によって形成され、バンク開口部３２７によって確定されたサブ画素エリアを充填する。
【００８０】
　上部電極層３１８は、特定の用途に応じて、不透明、反射性、透明又は半透明であって
もよい。上部発光型ディスプレイパネルでは、上部電極層３１８は、アモルファスシリコ
ン、透明導電性ポリマー、又は透明導電性酸化物などの透明導電性材料であってもよい。
上部電極層３１８の形成に続いて、及び封止層３４６が基板３００の上に形成される。例
えば、封止層３４６は、可撓性の封止層又は剛性層であってもよい。
【００８１】
　一実施形態では、１つ以上のＬＥＤ１５０がサブ画素回路内に構成される。ＬＥＤ１５
０の第１の端子（例えば、下部導電性コンタクト）は、駆動トランジスタと連結される。
例えば、ＬＥＤ１５０は駆動トランジスタと連結される接合パッドと接合可能である。一
実施形態では、ＬＥＤ１５０の冗長な対が、駆動トランジスタＴ２と連結される下部電極
３４２に接合される。１つ以上のＬＥＤ１５０は、本明細書に記載のＬＥＤのうちの任意
のものであってもよい。接地線は、１つ以上のＬＥＤについて、第２の端子（例えば、上
部導電性コンタクト）と電気的に連結される。
【００８２】
　電流は１つ以上のＬＥＤを通って、例えば、駆動トランジスタＴ２から駆動され得る。
ハイサイド駆動構成において、１つ以上のＬＥＤは、サブ画素回路が電流をＬＥＤのｐ端
子から押し出すように、ＰＭＯＳ駆動トランジスタのドレイン側又はＮＭＯＳ駆動トラン
ジスタのソース側に存在し得る。あるいは、サブ画素回路は、接地線が電源線となり、電
流がＬＥＤのｎ端子を通って引かれる、低側駆動構成に構成可能である。
【００８３】
　図１９は、一実施形態に係るディスプレイシステム１９００を示す。ディスプレイシス
テムは、プロセッサ１９１０と、データ受信機１９２０と、ディスプレイ１９３０と、ス
キャンドライバＩＣ及びデータドライバＩＣであってもよい１つ以上のディスプレイドラ
イバＩＣ１９４０と、を収容する。データ受信機１９２０は、データを無線又は有線で受
信するように構成してもよい。無線は、いくつかの無線基準又はプロトコルのうちのいず
れかに実装されてもよい。１つ以上のディスプレイドライバＩＣ１９４０はディスプレイ
１９３０に物理的かつ電気的に接続してもよい。
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　いくつかの実施形態では、ディスプレイ１９３０は、上述の実施形態に従って形成され
る１つ以上のＬＥＤを含む。ディスプレイシステム１９００は、その用途に応じて、他の
構成要素を含んでもよい。これら他の構成要素としては、メモリ、タッチスクリーンコン
トローラ及びバッテリが挙げられるが、これらに限定されない。種々の実装形態において
は、ディスプレイシステム１９００はテレビ、タブレット、電話機、ノート型パソコン、
コンピュータモニタ、キオスク、デジタルカメラ、手持ち式ゲームコンソール、メディア
ディスプレイ、電子書籍ディスプレイ、又は大面積サイネージディスプレイであってもよ
い。
【００８５】
　図２０は、一実施形態に係る照明システム２０００を示す。照明システムは、電源２０
１０を収容する。電源２０１０は、電力を受信するための受信インターフェース２０２０
と、光源２０４０に供給される電力を制御するための電力制御ユニット２０３０と、を含
んでもよい。電力は照明システム２０００の外部から、又は照明システム２０００内に任
意選択的に含まれるバッテリから供給してもよい。いくつかの実施形態では、光源２０４
０は、上述の実施形態に従って形成される１つ以上のＬＥＤを含む。種々の実装形態にお
いては、照明システム２０００は広告板照明、建物照明、道路照明、電球、及びランプな
どの室内又は室外照明用途であってもよい。
【００８６】
　本実施形態の種々の態様の利用において、ＬＥＤを形成するために、上記実施形態の組
み合わせ又は変形が可能であることは、当業者には明らかとなるであろう。本実施形態を
構造的特徴及び／又は方法論的行為に特有の言語で記載してきたが、添付の特許請求の範
囲は、記載した特定の特徴又は行為に必ずしも限定されないことを理解されたい。開示し
た特定の特徴及び行為は、むしろ、説明上有用な特許請求の範囲の実施形態として理解さ
れたい。
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